
      

貸 借 対 照 表 

（ 平成 31年 3月 31日現在 ） 

（単位：千円） 

43,185,192 40,594,815

現 金 及 び 預 金 1,040,989 支 払 手 形 487,468

受 取 手 形 2,592,463 電 子 記 録 債 務 5,161,131

売 掛 金 16,175,809 買 掛 金 32,190,692

商 品 19,748,224 短 期 借 入 金 157,756

仕 掛 品 262,857 未 払 金 436,018

前 払 費 用 134,664 未 払 消 費 税 等 469,625

未 収 入 金 3,076,960 未 払 費 用 628,201

預 け 金 5,002 未 払 法 人 税 等 134,901

そ の 他 288,924 前 受 金 246,824

貸 倒 引 当 金 △ 140,704 預 り 金 232,547

賞 与 引 当 金 371,902

5,555,749 役 員 賞 与 引 当 金 60,995

1,001,335 そ の 他 16,751

構 築 物 8,997

機 械 装 置 682,602 2,585,937

車 両 運 搬 具 136,229 退 職 給 付 引 当 金 2,362,698

工 具 器 具 備 品 167,429 役員退職慰労引当金 133,376

リ ー ス 資 産 6,077 そ の 他 89,862

15,639 負 債 合 計 43,180,752

ソ フ ト ウ ェ ア 15,339

そ の 他 299

4,538,773 3,650,555

投 資 有 価 証 券 4,105,278 100,000

関 係 会 社 株 式 4,960 400,000

出 資 金 3,402 資 本 準 備 金 400,000

破 産 更 生 債 権 等 36,031 3,150,555

長 期 前 払 費 用 6,100 繰 越 利 益 剰 余 金 3,150,555

そ の 他 78,737 1,909,632

繰 延 税 金 資 産 368,952 その他有価証券評価差額金 1,909,632

貸 倒 引 当 金 △ 64,688

純 資 産 合 計 5,560,188

48,740,941 48,740,941資 産 合 計 負 債 及 び 純 資 産 合 計

資 本 金

投 資 そ の 他の 資産

評 価 ・ 換 算 差 額 等

資 産 の 部

科 目 金 額 金 額

流 動 負 債

無 形 固 定 資 産

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

流 動 資 産

利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金

株 主 資 本

純 資 産 の 部

固 定 負 債

負 債 の 部

科          目

 

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しています。 

   
      

 



   損 益 計 算 書 

      （ 自平成 30年 4月 1日 至平成 31年 3月 31日 ） 

（単位：千円） 

102,810,475

763,628 103,574,104

95,850,806

7,723,297

6,313,414

1,409,883

85,489

60,014 145,503

5,738

44,406 50,144

1,505,242

70

1,820 1,890

962

179 1,142

1,505,991

636,044

△ 48,911 587,132

918,858

そ の 他

税 引 前 当 期 純 利 益

当 期 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額

特 別 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損

投 資 有 価 証 券 売 却 益

固 定 資 産 売 却 益

金                額

支 払 利 息

営 業 外 費 用

売 上 高

売 上 原 価

受 取 利 息 及 び 配 当 金

そ の 他

営 業 利 益

営 業 外 収 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

科                         目

収 入 手 数 料

売 上 総 利 益

そ の 他

商 品 売 上 高

経 常 利 益

 

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しています。 
          
 



【個 別 注 記 表】 
 

１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 

（１）資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券の評価基準及び評価方法 

 関係会社株式 移動平均法による原価法 

 その他有価証券  

 

 

 

・ 

 

・ 

時価のあるもの 

 

時価のないもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し､売却原価は移動平均法により算定) 

移動平均法による原価法 

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

 
商品・仕掛品 個別原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定） 

 

（２）固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

  定率法によっております。 

② 無形固定資産 

 

 定額法によっております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間（５年）に基づいて 

おります。 

③ リース資産 

  所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 

（３）引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り､貸倒懸念債権等の特定債権については、個々の債権回収の可能性

を検討して回収不能見込額を計上しております。 

② 賞与引当金 従業員の賞与の支払に備えるため、当期末における支給見込額に基づ

き計上しております。 

③ 役員賞与引当金 役員の賞与支給に備えるため、支給見込額を計上しております。 

④ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、退職金規定に基づく退職一時金制度

及び確定給付企業年金制度について退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しております。 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末まで 

の期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっており 

ます。 

過去勤務費用については、発生時の従業員の平均残存勤務期間に基づ

く年数による定額法により、発生時より費用処理をしております。 

数理計算上の差異については、発生時の従業員の平均残存勤務期間に

基づく年数による定額法により、翌事業年度より費用処理をしており

ます。 

⑤ 役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計

上しております。 

 

（４）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

① 消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 

② 当社は連結納税制度を適用しております。 

 

 

 

 

 



２. 表示方法の変更に関する注記 

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準 28号平成 30年２月 16日）に伴う、「会

社法施行規則及び会社計算規則の一部を改正する省令」（法務省令第５号平成 30年３月 26日）を当事

業年度から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示する方法に変更しました。 

 

 

３. 貸借対照表に関する注記 
 
（１）有形固定資産の減価償却累計額 2,847,492千円   
 
（２）貸株に供した投資有価証券   

①  投資有価証券 96,014千円   
 
（３）関係会社に対する金銭債権、金銭債務 

①  短期金銭債権 2,768,060千円   

② 短期金銭債務 28,659,744千円   
 
（４）期末日満期手形の処理方法 

期末日満期の手形は手形交換日をもって決済処理をしております。当事業年度末日は金融機関の 

休日のため、期末日満期手形が期末残高に次のとおり含まれております。 

① 受取手形 422,194千円   

 

 

４. 損益計算書に関する注記 
 
（１）関係会社との取引高 

① 商品売上高 567,119千円   

② 収入手数料 22,749千円   

③ 仕入高 78,623,006千円   

④ 販売費及び一般管理費 1,153,295千円   

⑤ 営業外収益 4,990千円   

⑥ 営業外費用 8,151千円   

 

 

５. 株主資本等変動計算書に関する注記 
 
（１）発行済株式の種類及び総数に関する事項 

株式の種類 当期首株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数  

普通株式 2,000株 ― 株  ― 株  2,000株  

（２）当事業年度に行った剰余金の配当に関する事項 

  平成 30年 6月 15日開催の第 8回定時株主総会において、次のとおり決議致しました。 

①  配当金の総額 848,332千円   

②  １株当たり配当額 424,166円    

③  基準日 平成 30年 3月 31日  

④  効力発生日 平成 30年 6月 16日  

（３）当事業年度末後に行う剰余金の配当に関する事項 

  令和 元年 6月 16日開催の第 9回定時株主総会において、次のとおり決議を予定しております。 

① 配当金の総額 918,858千円   

② １株当たり配当額 459,429円    

③ 基準日 平成 31年 3月 31日  

④ 効力発生日 令和 元年 6月 17日  

 

 

６. 税効果会計に関する注記 

 繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金、賞与引当金等であり、繰延税金負債の発生

の主な原因は、その他有価証券評価差額金であります。 

 



 
７. 金融商品に関する注記 

（１）金融商品の状況に関する事項 

当社の資金運用については短期的な預金等に限定し、親会社からの借入により資金を調達し

ております。 

受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規定等に沿ってリスク低減を図っ

ております。なお、ほとんどすべての債権は半年以内の入金期日であります。また、投資有価

証券は主として株式であり、上場株式については四半期毎に時価の把握をおこなっておりま

す。 

（２）金融商品の時価等に関する事項 

 平成 31年 3月 31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額に

ついては、次のとおりであります。 

（単位：千円） 

  貸借対照表計上額 ※2 時価 ※2 差額 

① 現金及び預金 1,040,989  1,040,989  ―  

② 受取手形 2,592,463    

③ 売掛金 16,175,809    

④ 未収入金 3,076,960    

⑤  貸倒引当金 ※1 △140,704    

 ②～⑤合計(純額) 21,704,529   21,704,529  ―  

⑥ 預け金 5,002  5,002  ―  

⑦ 投資有価証券 4,105,278  4,105,278  ―  

⑧ 破産更生債権等 36,031  2,363  △33,668  

資産合計  26,891,830  26,858,161  △33,668  

⑨ 支払手形   （ 487,468)   （ 487,468) ―  

⑩ 電子記録債務   （ 5,161,131)   （ 5,161,131) ―  

⑪ 買掛金 （ 32,190,692) （ 32,190,692) ―  

⑫ 短期借入金 （ 157,756) （ 157,756)  

⑬ 未払金   （ 436,018)   （ 436,018) ―  

⑭ 未払消費税等 （ 469,625) （ 469,625)  

⑮ 未払費用   （ 628,201)   （ 628,201) ―  

⑯ 未払法人税等   （ 134,901)   （ 134,901) ―  

⑰ 預り金 （ 232,547) （ 232,547) ―  

負債合計 （ 39,898,342) （ 39,898,342) ―  

※1 ②受取手形、③売掛金、④未収入金に係る貸倒引当金を控除しております 

※2 負債に計上されているものについては、( )で示しております。 
  

(注 1） 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 
 

①現金及び預金、②受取手形、③売掛金、④未収入金、⑥預け金 

これらは、ほとんどが短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、

当該帳簿価額によっております。 

⑦投資有価証券 

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。 

⑧破産更生債権等 

破産更生債権等については、担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を

算定しているため、時価は決算日における貸借対照表価額から現在の貸倒見積額を控除

した金額に近似しており、当該価額をもって時価としております。 

 

 



 

⑨支払手形、⑩電子記録債務、⑪買掛金、⑫短期借入金、⑬未払金、⑭未払消費税等、 

⑮未払費用、⑯未払法人税等、⑰預り金 

これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿

価額によっております。 

 

 (注 2） 関係会社株式（貸借対照表計上額 4,960千円）、出資金（貸借対照表計上額 3,402

千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュフローを見積ることなどができず、

時価を把握することが極めて困難と認められるため含めておりません。 

 (注 3） 非上場株式（貸借対照表計上額 26,124千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャ

ッシュフローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認め

られるため「⑧投資有価証券」には含めておりません。 

 

 

８. 関連当事者との取引に関する注記 

（１）親会社 

会
社
等
の
名
称 

住 
 

所 

資本金 事業の内容 

議 決

権 等

の 被

所 有

割 合 

関係内容 

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高 役 員

の 兼

任 

事業上の

関係 

日
野
自
動
車
㈱ 

東
京
都
日
野
市 

百万円 

72,717 

各種の自動

車内燃機関

及び部品並

びに付属品

の製造・販

売 

間接

100.0

% 

兼任 

3 名 

当社主要

販売商品

であるト

ラック・

バス及び

部品・付

属品の仕

入先 

 

商品の仕入 

 

千円 

78,622,707 

 

 

買掛金 

未収入金 

千円 

28,079,415 

2,632,569 

取引条件及び取引条件の決定方針 

（注）１．商品の仕入については、日野自動車株式会社より提示された価格により毎期価格交渉の上

決定しております。 

２. 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。 
 

会
社
等
の
名
称 

住 
 

所 

資本金 事業の内容 

議 決

権 等

の 被

所 有

割 合 

関係内容 

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高 役 員

の 兼

任 

事業上の

関係 

日
野
セ
ー
ル
ス
サ
ポ
ー
ト
㈱ 

東
京
都
日
野
市 

百万円 

4,500 

販売会社が

使用する不

動 産 の 取

得、売却及

び維持管理 

直接

100.0

% 

なし 当社が使

用する不

動産の賃

借 

 

不動産の賃

借 

 

千円 

1,074,398 

 

 

 

前払費用 

千円 

91,532 

 

連結納税に

伴う支払い

予定額 

371,599 未払金 371,599 

ＣＭＳによ

る資金の借

り入れ 

 

― 短期 

借入金 

157,756 

 

 

 



取引条件及び取引条件の決定方針 

（注）１．不動産の賃借については、日野セールスサポート株式会社より提示された価格により毎期

価格交渉の上決定しております。 

２. 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。 

 

 

（２）兄弟会社(親会社の子会社) 

会
社
等
の
名
称 

住 
 

所 

資本金 事業の内容 

議 決

権 等

の 所

有(被

所有)

割 合 

関係内容 

取引の 

内 容 
取引金額 科 目 期末残高 役 員

の 兼

任 

事業上の

関係 

ト
ヨ
タ
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
㈱ 

愛
知
県
名
古
屋
市 

百万円 

16,500 

ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ

事業、自動

車販売金融

事業、機器

ﾘｰｽ事業、住

宅ﾛｰﾝ事業、

生命・損害

保険に関す

る事業 

なし なし 当社販売

車両の顧

客に対す

るﾘ ｰ ｽ及

びｸﾚｼﾞｯﾄ

ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽの

提供元 

 

ﾘｰｽ用車両

の販売 

 

千円 

8,448,658 

 

 

売掛金 

千円 

1,320,060 

車両販売代

金の立替払

い 

3,383,007 売掛金 359,023 

取引条件及び取引条件の決定方針 

（注）１．リース取引の取引条件は顧客に対する直接販売取引と同様に決定しております。 

２. クレジット取引は、顧客に対する販売車両代金の立替払いであります。 

３. 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。 

 

会
社
等
の
名
称 

住 
 

所 

資本金 事業の内容 

議 決

権 等

の 所

有(被

所有)

割 合 

関係内容 

取引の 

内 容 
取引金額 科 目 期末残高 役 員

の 兼

任 

事業上の

関係 

㈱
ト
ラ
ン
テ
ッ
ク
ス 

石
川
県
白
山
市 

百万円 

1,100 

各種トラッ

クボデー架

装に係る事

業 

なし なし 当社主要

販売商品

であるト

ラックボ

デーの仕

入先 

 千円  千円 

商品の仕入 2,283,599 
電子記録

債務 
1,013,634 

  買掛金 384,022 

取引条件及び取引条件の決定方針 

（注）１．商品の仕入については、株式会社トランテックスより提示された価格により決定しており

ます。 

２. 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。 

 

 

９. １株当たり情報に関する注記 

1株当たり純資産額 2,780,094円 30銭 

1株当たり当期純利益 459,429円 36銭 

 

 

１０. 重要な後発事象に関する注記 
 

該当事項はありません。 

 


